本日の国会質疑に参考人として発言できることを大変光栄に思います。

プロフィールで、皆さんにお配りしているように、私のライフワークは、女性の労働問題であり、30年近くの間、現場の働いている人たちの悲鳴のような生の労働相談を聞き、問題の改善・解決に力つくしてきました。その数は、おおよそ、現在でも私一人で毎日数件の労働相談を受けていますので、延べにして5000件以上になると思います。

私は、今年1月、北は北海道から南は九州まで、女性のためのユニオンとNGOの仲間たちと共に、全国をつなぐ働く女性の全国センターを立ち上げました。

働いている人たちの現場に最も近い立場で活動してきたところから、今国会で、審議されています労働契約法について、ポイントを絞って意見を述べたいと思います。

はじめに、

舛添厚生労働大臣は、就業形態、就業意識の多様化に伴い個別労使紛争が増加しているという状況下で、労使双方が安心、納得した上で多様な働き方が実現できるルールの整備が重要と法案趣旨説明で述べられました。

しかし、現実に起きている労使紛争の多くは、使用者が労働基準法を守らない、労働組合との団体交渉を誠実に行わないという法律違反によるものが増えています。

まず第1に、労働基準法の労働条件最低基準が、今回の労働契約法によって規制緩和されてしまう危険性について、強調したいと思います。

労働基準法第1条では、ここに定められた労働条件は、労働者が人たるに値する生活をするにたりるものでなくてはならない。労働基準法は、零細経営者も守らなければいけない最低基準である。使用者も労働者あるいは労働組合も、これまでせっかく定めた良い労働条件を、労働基準法の最低基準まで低下させてはならず、むしろそれを上回る労働条件を定めるように努力しなければならない。かつ第2条では労働条件は労使対等の立場で決定されると書かれています。

ところが、現実は、どうでしょうか？この基準に反して、労働条件の低下がまかりとうっているのです。労働契約法案の第10条但し書きは、この労働基準法第1条、2条の精神に反するものです。最低基準の逸脱を、判例法理の一部導入で合法化するものです。・

戦後、わが国は、労働力を商取引の道具にした結果、労働者の人権が破壊され悲惨な状況が増大したことを反省し、国が使用者と労働者の間に介入して労働条件の最低基準を守るために労働基準法と労働組合法を法制化しました。それは、戦後に作られたすばらしい法律です。格差社会が社会問題となる中で、私たち労働者が60年間守り続けてきた労働法の必要性と意義は、ますます、大きくなっています。

かつて、松下幸之助さんや本田総一郎さんは、国の労働基準法の精神にそって、法律で明記される以前から週40時間労働を実現していました。その考えは、働くものがあっての企業なのだという精神が、まだ経営者の中にあったと思います。労使がこのルールを遵守することで労使関係の安定があったと思います。

ところが、最近では、労使自治であるべき団体交渉に弁護士や社会保険労務士が介入するケースが半数以上になり、労働基準法違反を、ただし労働基準法を知らない経営者を諭し紛争を円満解決するのではなく、労働者にわずかな金銭を払って黙らせる、または、こじらせて事件を長引かせ、紛争処理と称して営業利益を上げるために労使紛争を利用するものまで現れています。

また、ある経営法曹界の関係するセミナーでは、パート労働法改正に当たり個人加入ユニオンや、労働局に駆け込まれても、法律に罰則規定がない。強制力がないので、要求を呑まなくても大丈夫、また、労働局の斡旋は強制力がないので拒否できるという指導まで行っています。また、その旨の解説を書いた経営者向けの書籍も、どうどうと販売されています。

第２に個別紛争の多くは、就業規則の過半数代表に選ばれない人たちの

雇用問題・労働条件をめぐったものが多いという点です。そこで、強調したいことは、過半数代表制度では、パートや派遣、女性や若者の意見は就業規則に反映されないということです。

労使紛争の半数以上は、過半数代表に100％選ばれないパートをはじめ非正規労働者の労

働現場で、起きています。

独立行政法人労働政策研修機構の調査統計があります。

過半数代表に選ばれた人のうち、パート非正規雇用労働者は０％、係長以上の管理職はあわせて５４％という結果です。

これでは、パートや非正規労働者の声がまったく届きません。

非正規雇用労働者のうち７０％が女性で、女性労働者の半数が、非正規雇用です。

少子高齢化が問題となっているのに、女性の声が届いていない現状を認識してください。

　　　

過半数代表制度の下で起きている事例を述べます。

「残業代未払いを使用者に請求したら、会社は、過半数代表制度を使って、会社が勝手に

指名した代表と協定して変形労働時間制へ就業規則を変更する」

「夏は暇だから、労働時間は短く、冬はその分を加算して長くする」、そういう変形労働時

間の就業規則変更が、まかり通っています。働いている人は、冬は労働時間が長くて睡眠が短くて良いわけがありません。企業の都合だけで、人のライフスタイルまで規制されているのです。

　有給休暇の一斉取得制度も、過半数代表制度のもと、最低半年で10日間のうち、5日間を

夏休みに一斉取得にした企業が多くあります。しかし、育児・介護を抱えた多くの女性たち

は、そのことによって有給休暇の自由取得が減らされて欠勤となり、欠勤を理由に退職勧奨

までされてきました。

　育児休業にも、除外規定があります。それも過半数代表が協定を結べば、一定の労働者の

育児休業の申し出を拒むことができるようになりました。

　ある女性は、派遣社員で2年働き、そのあと念願の直雇用で正社員になったので、育児休

業を申し出たところ、知らないうちに除外協定が結ばれていました。労働局に訴えても労使

協定があるから無理だと門前払いされました。

こうした弊害は、1987年の労働基準法改正において変形労働時間制などの導入にあたって過半数代表制度が取り入れられて以降、過半数代表制の立法化が拡大し、最低基準である労働基準の逸脱を合法化したことに始まりました。

　

労働契約法の新設は、それをさらに推し進めることになります。労働契約法を新設する以

前に、労使紛争を未然に防ぐためにも、労働基準法の過半数代表制が、多様な雇用形態、多様な働き方にマッチしていない現状こそ見直すことこそが、先決ではないでしょうか。また、過半数代表が本当に民主的手続きに沿ってやられているかのチェックもされていないことも、強調したいと思います。

　再度強調しておきたいことは、労働契約法の成立によって、過半数代表に選ばれない多数

の労働者の多様な意見は反映されず、労使紛争の円満解決がますます困難になりうるという

ことです。

＊　就業規則の現状の資料もあわせて参考にしてください。

第3に、労働契約法第7条の政府案・民主党修正案とも　就業規則の周知、合理性につい

て書かれています。現状は、周知も合理性について、労働基準監督署が、確認していないという現実があります。

現在、就業規則は、使用者が一方的に作成し、従業員過半数代表の意見徴収した後、労働

基準監督署に届ければよいことになっています。就業規則が、労働基準法や国の法律その他に照らして合理的か否か、チェックをされていません。

「使用者が合理的な就業規則を周知させていたとき、労働契約の内容は、その就業規則で定めるものとする」とするならば、全国のすべての事業所の就業規則の合理性と周知について、厳重にチェックされる必要があります。

周知についてですが、私たちがインターネットでアンケート調査した結果、就業規則を見

たことがない人が３０％いました。就業規則があることは知っていても、まったく見ることができない人が、２５．２％もいました。（参考資料２６０ページ）
就業規則を、いつでもどこでも見られるように書面交付が義務づけられていないので

一度見せただけで、周知したとなっている企業が大部分です。周知徹底させるためには、ま

ず労働基準法の改正をやるべきではないでしょうか。

労働基準監督官数は、200７年度、3011人となっています。全事業所を臨検するには20年かかるといわれています。就業規則に合理性があるかどうか確認もできない状況で、労働契約法を成立させることが、どうしてでできるのでしょうか。

また、個別紛争が増加しているのに、なぜ監督官の数が増えないのでしょうか。

　私が、扱った事例でも、ある大手都市銀行は、これまで吸収と合併を4度も繰り返し、そ

のたびに就業規則変更されました。しかし、社外出向社員には、その就業規則の周知もされ

ず、監督署に申告したら、事業所に1台あるパソコンのイントラネットで見られるというの

です。そのパソコンは、他の仕事にも使用されているので、いつでも見られる訳ではありま

せん。少数組合との団体交渉では、就業規則は、社外秘なので会社の労働組合には見せても、

社外の労働組合にはコピーもわたせない、団体交渉中だけ見せるという立場を変えませんで

した。会社の労働組合には手渡せるものを労働条件に不満を述べる会社の従業員には、見せ

られないという、このような実態が放置されています。

　

　労働基準監督官の数を増加しないのであれば、この先20年をかけても就業規則に合理性があるかどうかの確認作業をすべきだと思います。

第4に、判例法理を、法律に明記すればよいという考え方は、使用者に労働条件の変更を容易にさせるもので、誤っている。　

一部の労働条件不利益変更の判例を固定化し就業規則の労働条件全般にかかわる労働契約法に明記することは、裁判官が、差別の実態は日日変わるものであることに、目をつぶり、逆に、現実を判例にあわせて切り取り、それ以外の不合理な現実を見ないですむようにさせてしまうものです。

　

第5に、個別労使紛争の増加を防ぐためには、使用者への労働基準法、労働組合法遵守こそ必要です。
　　　　

労働局の全国の総合労働相談件数　約90万件の労働相談のほとんどは、膨大な時間と人材を使って相談を聞くだけで、あっせんを受理した中のわずか2,689件のみが合意成立しているに過ぎません。労働局の斡旋を受理しないケースがあまりにも多すぎ労働局の人材が無駄に使われているのです。労働契約法を新設すれば、労使紛争がスームーズに解決できるどころか、紛争が拡大することは確実です。

最後に　雇用の多様化の中で集団的労使関係が時代遅れになっているという認識は、
本当にそうなのかということについてです。
ナショナルセンターを自負する連合を始め、多くの労働組合は大いに反省すべきです。組織率は、全体で2006年度１８％、パートの組織率は４．３％、派遣の組織率は８．３％に過ぎず、労働組合が、雇用の多様化に対応できていないという現状があります。

パートや派遣に組合員資格を与えていない労働組合が多数です。

若者たちは、労働基準法も労働組合法も知りません。公教育で教えていないからです。

また、多くの経営者も知りません。

現実は厳しく、派遣労働者やフリーターと呼ばれる若者たちが生存権を欠けてユニオンの

結成をしています。その活躍は、最近新聞紙上でも見ることができます。

労働政策研修機構の調査で経営者は、労働組合が　ない方がいいとするもの、５８．４％に対して、厚生労働省の調査では、労働者の側は、労働組合が必要だと思う人が、一般労働者で５８，４％　パートタイム労働者は６３％）と高い水準です。

労働組合が期待されているのに、組合の側が、答え切れていないのです。

集団的労使関係が、雇用の多様化の中でこそ、求められているのです。そのためには、

労働基準法の周知徹底、法令順守を厳しく経営者にさせなくてはいけませんまた、労働者には、労働者になる前の義務教育及び高等教育で、労働法の学習を重視すべきです。

労働基準法も知らないで、就業規則が合理的かどうかを判断することはできません。

パートや派遣で働いている人は、一人の力では会社と交渉できないことを身にしみて知

ています。労働現場では、労働者同士が競争させられ、職場で相談できる仲間もできずらい環境にあります。それでも、個人加盟のユニオンに加入し、元気を取り戻して、働き続ける意欲を維持しているのです。しかし、労働契約法はコミュニティ・ユニオンの存在を消し去ります。

　個別紛争への対応は、企業のコスト削減のために利用されるべきではなく、働く人たち

の自己尊重を取り戻しともに協力しあえ仕事でも助け合える仲間を作れるものでなくては

なりません。　

　私は、国会に提出された労働契約法の政府案、民主党修正案共に労働者保護の立場に立

つものではないと思います、

昨年12月、（政府資料の125ペーにあります）、日本労働法学界の歴代の理事会メンバー多数による声明が出されました。そのなかで「契約原理に死を宣告する契約法になりかねない」と指摘されました。この判断は、今修正案でも同じであると、呼びかけ人代表の大学教授からも懸念の声をメールで、もらいました。

　国会議員の皆さん、

どうか、労働者の労働条件向上のために尽力して下さい。労働条件の不利益変更を容認

する労働契約法を廃案にしてください。

民主党の議員は、7月の参議院選挙で、国民の期待を背負って野党第1党になった責任があると思います。今こそその責任を最大限果たして頂きたいと切に要望します。
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